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予 算 説 明 書
事 業 名 補正額

ページ 款 項 目 番号

24～25
４

衛生費
１

保健衛生費
１

保健衛生総
務費

１-１ 医療機関物価高騰
緊急支援事業費

千円

8,172

医療機関等においては、物価高騰の最中にあっても、診療報酬等（公定価格）により経営をしているた
め、価格への転嫁をすることができず経営に大きな影響が生じている。
国の１次補正予算に伴い、長崎県においては、物価高騰の影響を受けた県内の医療機関等に対し、負担

軽減のため、電気・ガス・食材料費の価格上昇分の一部を支援することとしているが、設置主体が市町
（地方独立行政法人含む。）の施設は支援対象外となったことから、同じく物価高騰の影響を受ける長崎
みなとメディカルセンターに対して県支援金の算定方法に基づく額を市が補助するもの。

１ 概 要

２ 事業内容

⑴ 補助単価設定の考え方
長崎県において、エネルギー等物価高騰の影響を受けている医療機関等の公共性が高い施設の事業者

に対して、電気・ガス・食材料費の価格上昇分の一部を支援することとなっている。
本市においても、長崎みなとメディカルセンターの状況に鑑み、長崎県支援金の算定方法と同様の考

え方により補助金額（単価）を算出するもの。

ア 電気・ガス
① 電気及びガスの消費者物価指数について、令和３年３月と令和６年３月を比較
② ①で得られた上昇率を令和３年度の実績額（平均月額）に乗じて影響額を算出
③ 影響額の１／４を補助単価とする。

【単価設定の計算式】
令和３年度実績額（電気・ガスの平均月額）×物価上昇率（R6.3月時点のR3.3月比）×12月×1/4

≒13,000円・・・a
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イ 食材料費
令和６年６月の診療報酬改定において、食事療養費の自己負担分が30円引き上げられ、490円となっ

たが、令和６年６月から令和６年10月にかけての食材料費の物価上昇率は3.5％上昇していることから、
現状を踏まえた補助額とする。

【単価設定の計算式】
食事療養費自己負担分490円×食材料費物価上昇率（R6.10月時点のR6.6月比）×３食×30日×12月

×1/4≒5,000円・・・b

電気・ガス・食材料費の合計単価：a＋b＝18,000円

⑵ 事業費

医療機関物価高騰緊急支援事業費補助金 ８，１７２千円

【積算】長崎みなとメディカルセンターの病床数４５４床×単価１８千円＝８，１７２千円

※病床数は休止病床を含まない。

２ 事業内容
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３ 財源内訳

事 業 費
財 源 内 訳

国庫支出金※ 県支出金 地方債 その他 一般財源

千円

８，１７２

千円

６，５３７

千円

－

千円

－

千円

－

千円

１，６３５

※ 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（充当率 ８/１０）



長崎県が行う「医療機関等物価高騰緊急支援事業費」概要

１ 事業概要

物価高騰の影響を受けている医療機関等の負担軽減のため、エネルギー価格及び食材料費の高騰分につ

いて、価格転嫁が困難な医療機関等に対して定額単価方式で支援を行う。

２ 事業内容

⑴ 対象及び支援内容

ア 病院、有床診療所（３床以上）

光熱水費及び食材料費 18千円/床×病床数

イ 有床診療所（２床以下）、無床診療所（医科、歯科）

光熱水費 48千円/施設

ウ 薬局、施術所、助産所、歯科技工所

光熱水費 16千円/施設

⑵ 対象施設数（市町が運営する施設を除く）

約4,200施設

（病院、診療所、薬局、施術所、助産所、歯科技工所）

⑶ 支援単価の根拠

各施設等の年間影響額の概ね１/４に相当する額

⑷ 申請受付期間 令和６年12月23日～令和７年２月７日まで

４ 参 考
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■消費者物価指数の比較（全国）

４ 参 考

基準年月 前回支給時（令和５年度）の基準年月 今回支給時の基準年月

令和３年３月 令和５年３月 令和３年３月からの
上昇率

令和６年３月 令和３年３月か
らの上昇率

総合指数 ９９．９ １０４．４ ４．５％ １０７．２ ７．３％

内、電気 ９４．８ １０５．４ １１．２％ １０４．４ １０．１％

内、ガス ９６．０ １２２．６ ２７．７％ １１４．０ １８．８％

基準年月 今回支給時の基準年月

令和６年６月（診療報酬改定時） 令和６年10月 令和６年６月か
らの上昇率

食料 １１６．３ １２０．４ ３．５％
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